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款 3 項 3 目 3 大 中

① ② ③

事業番号 20

教育・子育て 子育て支援 子育て家庭を支援します

1
根拠法令・個別計画 小牧市子ども・子育て支援事業計画

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

新基本計画 市政戦略編 ○ 分野別計画編

一般会計 民生費 児童福祉費 ひとり親家庭等支援費 5

○従来からの日常生活支援事業を実施
★H29年度からの新規事業を継続して実施
★H30年度から、高等学校卒業程度認定試験合格支援金において認定試験の合格者に対する
給付金の支給を開始する。

目
的

何（誰）を
対象に ひとり親家庭

どの様な
状態にす

るか

ひとり親家庭の保護者の資格取得、学び直し及びこどもの大学等の進学を支援することで、より
良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、安定した雇用につなげる。最終的には、ひと
り親家庭の経済的自立を図る。

予算区分

事務事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業 担当部 こども未来部

平成30年度 事務事業評価シート（実施計画事業・経常事業）

担当課 こども政策課 担当係 子育て支援係

実施計画 2

手
段

どのような
事業を実
施するか

○日常生活支援（※実施計画対象外。従来からの日常生活支援事業）
・疾病などの事由により、一時的に生活支援が必要なひとり親家庭に対して、支援サービスを提
供する。
○自立支援給付金、高等職業訓練促進給付金の支給（※実施計画対象外。従来からの日常生
活支援事業）
・職業能力講座の受講や就業に繋がりやすい資格の取得を図り、ひとり親家庭に対して給付金
を支給する。
★大学等入学支援金（※実施計画対象）
・ひとり親家庭のこどもが大学、短期大学などに入学する際に給付金を支給する。
★高等学校卒業程度認定試験合格支援金（※実施計画対象）
・高等学校卒業程度認定試験合格のための講座を受講する父母や子に給付金を支給する。

年
度
別
事
業
内
容

事業内容

28
年
度

○従来からの日常生活支援事業を実施
　・日常生活支援（2世帯、延べ33時間）
　・自立支援給付金（1件）
　・高等職業訓練促進給付金（促進給付金1人、修了給付金1人）

29
年
度

○従来からの日常生活支援事業を実施
　・日常生活支援（3世帯、延べ37時間）、　自立支援給付金（ 1人）、　高等職業訓練促進給付金
（促進給付金 3人、修了給付金 0人）
★新規事業開始
　・大学等入学支援金（58人）
　・高等学校卒業程度認定試験合格支援金（1人）

30
年
度

1 ひとり親家庭等日常生活支援事業



単位

単位

H29
実
施
結
果

H29
実
施
結
果

20

事
　
　
業
　
　
費

Ｈ28 H29 H30
当初予算額 決算額 当初予算額 決算見込額 当初予算額

合　　計 4,430 1,465 17,130 9,454 17,630

事業番号

3,637

県支出金 360 136 360 140
財
源
内
訳

（
千
円

）

国支出金 3,000 1,127 3,487 1,591

地方債

その他 3 0 12,003 6,960

 特定財源の説明

一般財源 1,067 202 1,280 763 1,330

細々節

360

12,303

480

当初予算額 決算額 当初予算額 決算見込額 当初予算額

Ｈ28 H29 H30

3,650

母子家庭等自立支援給付金 300 33 600 22 600

母子家庭等日常生活支援事業委託料 480 182 480 190

900

ひとり親家庭等入学支援金 ― ― 12,000 6,960 12,000

母子家庭等高等技能訓練促進給付金 3,650 1,250 3,650 2,258

従事
者数

正職員（人数） 0.2 0.2 0.2 0.2

事
業
費
内
訳

（
千
円

）

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援金 ― ― 400 24

その他職員（人数） 0 0 0.1 0.1

0.2

ス
テ
ッ
プ
Ⅰ

事業の成果指標 H26 H27

0.1

H28 H29 H30

①
高等技能訓練促進給付金の受給
者数

人
目標 ― ― ―

②
ひとり親家庭等入学支援金の受
給対象者数

人
目標 ― ―

― ―

実績 2 2 1 3

― ― ―

―

実績 ― ― ― 58

1 0

H30H29H27 H28H26

看護師等資格取得者数 人
目標 ― ― ― ―

②
目標

実績 0 1

ス
テ
ッ
プ
Ⅱ

今後の見通し、要因を踏まえた事業の見直し

引き続き、現在の事業に取り組み、一層の自立支援に努める。

事
業
の
評
価

事業の
方向性 維　持 事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

判定理由
ひとり親世帯の貧困については、行政からの公的な支援が必要であり、引き続き同程度の事
業規模を維持する。

業
績

実績

事業の目標達成状況とその要因、実績増減の要因

高等技能訓練促進給付金は、事前の相談はあるものの、様々な理由から訓練開始に至らないケー
スもあり、引き続き周知に努めていく。
ひとり親家庭等入学支援金は、複数の方法で周知した結果、平成29年度新規事業として一定数の
実績を達成できたが、引き続き周知に努めていく。

事業の活動指標

①

2 ひとり親家庭等日常生活支援事業


